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【公表日】平成21年6月4日(2009.6.4)
【年通号数】公開・登録公報2009-022
【出願番号】特願2008-547586(P2008-547586)
【国際特許分類】
   Ａ６１Ｎ   1/362    (2006.01)
【ＦＩ】
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【手続補正書】
【提出日】平成21年10月27日(2009.10.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　植え込み型集積回路であって、該集積回路は、
　電力抽出機能ブロックと、
　エネルギー貯蔵機能ブロックと、
　通信機能ブロックと、
　装置構成機能ブロックと
　を備え、該機能ブロックはすべて、管腔内に納まる大きさを有する支持体上の単一の集
積回路内に存在する、植え込み型集積回路。
【請求項２】
　使用中に前記回路によって用いられる前記電力抽出の機能、前記エネルギー貯蔵の機能
、前記通信の機能および前記装置構成の機能の実質的にすべてが、該単一の集積回路によ
って提供される、請求項１に記載の集積回路。
【請求項３】
　統合された防食膜をさらに備える、請求項１に記載の集積回路。
【請求項４】
　前記統合された防食膜は、平面状の堆積された防食膜である、請求項３に記載の集積回
路。
【請求項５】
　前記集積回路によって提供される装置構成は、該集積回路に電力を印加することなく機
能する、請求項１に記載の集積回路。
【請求項６】
　前記回路の電源投入と同時に、１つの電源端子を１つ以上のエフェクタ電極に接続する
デフォルト構成が該集積回路内に設定される、請求項１に記載の集積回路。
【請求項７】
　前記通信機能ブロックは、約１５ｋＨｚよりも高い周波数の交流を用いる、請求項１に
記載の集積回路。
【請求項８】
　前記装置構成機能ブロックは、１つ以上のエフェクタを制御するように構成される、請
求項１に記載の集積回路。
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【請求項９】
　前記集積回路は、前記エフェクタを介した組織の刺激を可能にする機能ブロックをさら
に備える、請求項８に記載の集積回路。
【請求項１０】
　前記集積回路は、組織から該集積回路への低電圧伝送を可能にする機能ブロックをさら
に備える、請求項８に記載の集積回路。
【請求項１１】
　前記集積回路は、刺激パルスの実質的に電荷を平衡化させた伝送を提供する、請求項９
に記載の集積回路。
【請求項１２】
　前記装置構成ブロックは、電源端子と１つ以上エフェクタとの間にスイッチングブロッ
クを備える、請求項８に記載の集積回路。
【請求項１３】
　前記スイッチングブロックは、各エフェクタと電源端子との間に、各々が２つのトラン
ジスタからなるスイッチング素子を備える、請求項１２に記載の集積回路。
【請求項１４】
　前記２つのトランジスタは、他のすべての回路から電気的に隔離された共通のバルクを
共有する、請求項１３に記載の集積回路。
【請求項１５】
　前記２つのトランジスタは、電気的に接続されたゲートを備える、請求項１４に記載の
集積回路。
【請求項１６】
　前記２つのトランジスタは、接続されたソースを備える、請求項１５に記載の集積回路
。
【請求項１７】
　前記共通のバルクは、共通のソース端子に電気的に接続される、請求項１４に記載の集
積回路。
【請求項１８】
　前記ゲートに印加される制御電圧は、前記電源端子上の電圧を基準とする、請求項１５
に記載の集積回路。
【請求項１９】
　スリープ機能ブロックをさらに備える、請求項１に記載の集積回路。
【請求項２０】
　ウェイクアップ機能ブロックをさらに備える、請求項１９に記載の集積回路。
【請求項２１】
　前記ウェイクアップ機能ブロックは、符号化された信号によって起動されるように構成
される、請求項２０に記載の集積回路。
【請求項２２】
　電流制限機能ブロックをさらに備える、請求項１に記載の集積回路。
【請求項２３】
　電圧クランプ機能ブロックをさらに備える、請求項１に記載の集積回路。
【請求項２４】
　故障回復機能ブロックをさらに備える、請求項１に記載の集積回路。
【請求項２５】
　前記故障回復機能ブロックは、故障した回路またはワイヤを電気的に隔離するように構
成される、請求項２４に記載の集積回路。
【請求項２６】
　前記管腔内に納まる大きさの支持体は、約０．０５ｍｍ２から約５ｍｍ２にわたる最大
表面積を有する、請求項１に記載の集積回路。
【請求項２７】
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　前記集積回路は、約１００μＷ以下の平均消費電力を有するように構成される、請求項
１に記載の集積回路。
【請求項２８】
　前記集積回路は、その構成状態を保持しながら約１ｎＡ以下の平均電流引き込み量を有
するように構成される、請求項１に記載の集積回路。
【請求項２９】
　前記集積回路は、前記装置の前記構成状態が変更されているときは、約１μＡから約１
００μＡにわたる平均電流引き込み量を有するように構成される、請求項１に記載の集積
回路。
【請求項３０】
　前記集積回路は、データクロック回復モジュールをさらに備える、請求項１に記載の集
積回路。
【請求項３１】
　前記集積回路は、多エフェクタサテライトを動作させるように構成される、請求項１に
記載の集積回路。
【請求項３２】
　前記回路は、第１および第２の導電性パス結合要素をさらに備える、請求項１に記載の
集積回路。
【請求項３３】
　前記集積回路は、前記結合要素を介して第１および第２の導電性パスに接続される、請
求項３２に記載の集積回路。
【請求項３４】
　前記集積回路は、少なくとも１つのエフェクタにさらに接続される、請求項３３に記載
の集積回路。
【請求項３５】
　前記集積回路は、２つ以上のエフェクタに結合される、請求項３４に記載の集積回路。
【請求項３６】
　前記２つ以上のエフェクタは、電極である、請求項３５に記載の集積回路。
【請求項３７】
　前記集積回路は、分割電極構造体内に存在する、請求項３６に記載の集積回路。
【請求項３８】
　前記分割電極構造体は、リード内に存在する、請求項３７に記載の集積回路。
【請求項３９】
　前記リードは、多重リードである、請求項３８に記載の集積回路。
【請求項４０】
　植え込み型エフェクタユニットであって、
　（ａ）集積回路であって、該集積回路は、
　　　（ｉ）電力抽出機能ブロックと、
　　　（ｉｉ）エネルギー貯蔵機能ブロックと、
　　　（ｉｉｉ）通信機能ブロックと、
　　　（ｉｖ）装置構成機能ブロックと
　　を備え、該機能ブロックはすべて管腔内に納まる大きさを有する支持体上の単一の集
積回路内に存在する、集積回路と、
　（ｂ）　該集積回路に結合される少なくとも１つのエフェクタと
　を備える、植え込み型エフェクタユニット。
【請求項４１】
　前記エフェクタユニットは、前記集積回路に結合された２つ以上のエフェクタを備える
、請求項４０に記載の植え込み型エフェクタユニット。
【請求項４２】
　前記２つ以上のエフェクタは、電極である、請求項４１に記載の植え込み型エフェクタ
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ユニット。
【請求項４３】
　前記２つ以上の電極は、分割電極である、請求項４２に記載の植え込み型エフェクタユ
ニット。
【請求項４４】
　前記ユニットは、リード上に存在する、請求項４０に記載の植え込み型エフェクタユニ
ット。
【請求項４５】
　前記リードは、多重リードである、請求項４４に記載の植え込み型エフェクタユニット
。
【請求項４６】
　植え込み型電極アセンブリであって、
　（ａ）集積回路であって、該集積回路は、
　　　　（ｉ）電力抽出機能ブロックと、
　　　　（ｉｉ）エネルギー貯蔵機能ブロックと、
　　　　（ｉｉｉ）通信機能ブロックと、
　　　　（ｉｖ）装置構成機能ブロックと
　　を備え、該機能ブロックはすべて管腔内に納まる大きさを有する支持体上の単一の集
積回路内に存在する、集積回路と、
　（ｂ）該集積回路に結合された少なくとも１つの２つの電極と
　を備える、植え込み型電極アセンブリ。
【請求項４７】
　前記電極アセンブリは、分割電極アセンブリである、請求項４６に記載の植え込み型電
極アセンブリ。
【請求項４８】
　前記分割電極アセンブリは、４つの電極を備える、請求項４７に記載の植え込み型電極
アセンブリ。
【請求項４９】
　前記電極アセンブリは、リード上に存在する、請求項４６に記載の植え込み型電極アセ
ンブリ。
【請求項５０】
　前記リードは、多重リードである、請求項４９に記載の植え込み型電極アセンブリ。
【請求項５１】
　近位端および遠位端と、
　請求項４６に記載の少なくとも１つの電極アセンブリと
　を備える、細長い可撓性構造体。
【請求項５２】
　前記構造体は、脈管リードである、請求項５１に記載の細長い可撓性構造体。
【請求項５３】
　前記脈管リードは、請求項４６に記載の２つ以上の電極アセンブリを備える、請求項５
２に記載の細長い可撓性構造体。
【請求項５４】
　前記脈管リードは、多重脈管リードである、請求項５３に記載の細長い可撓性構造体。
【請求項５５】
　前記多重リードは、３本以下のワイヤを有する、請求項５４に記載の細長い可撓性構造
体。
【請求項５６】
　前記脈管リードは、２本のみのワイヤを含む、請求項５５に記載の細長い可撓性構造体
。
【請求項５７】
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　前記脈管リードは、１本のみのワイヤを含む、請求項５５に記載の細長い可撓性構造体
。
【請求項５８】
　前記脈管リードは、前記近位端にＩＳ－１コネクタを含む、請求項５１に記載の細長い
可撓性構造体。
【請求項５９】
　（ａ）電源と電気刺激制御要素とを備えるハウジングと、
　（ｂ）請求項５１から請求項５８のいずれかに記載の脈管リードと
　を備える、植え込み型パルス発生器。
【請求項６０】
　前記発生器は、請求項５１から請求項５８のいずれかに記載の２つ以上の脈管リードを
備える、請求項５９に記載の植え込み型パルス発生器。
【請求項６１】
　前記２つ以上の脈管リードに連結されたマルチプレクサであって、該マルチプレクサは
、一組のサテライトを選択して遠隔データ収集装置に連結するように設定されている、マ
ルチプレクサと、
　該マルチプレクサおよび該遠隔データ収集装置に連結された導電性パスと
　を備える、請求項６０に記載の植え込み型パルス発生器。 
【請求項６２】
　前記マルチプレクサは、各選択されたサテライトと関連付けられた前記電極の状態を維
持するように構成される、請求項６１に記載の植え込み型パルス発生器。
【請求項６３】
　前記制御要素は、前記植え込み型パルス発生器をペースメーカとして動作させるように
構成される、請求項５９に記載の植え込み型パルス発生器。
【請求項６４】
　前記制御要素は、心臓再同期を達成するのに十分な態様で前記植え込み型パルス発生器
を動作させるように構成される、請求項５９に記載の植え込み型パルス発生器。
【請求項６５】
　（ａ）請求項５９から請求項６４のいずれかに記載の第１の植え込み型パルス発生器と
、
　（ｂ）該植え込み型パルス発生器と通信するように構成された第２の装置と
　を備える、システム。
【請求項６６】
　前記第２の装置は、植え込み型医療装置である、請求項６５に記載のシステム。
【請求項６７】
　（ａ）電源と、電気刺激制御要素とを備えるハウジングと、
　（ｂ）請求項５１から請求項５８のいずれかに記載の脈管リードと
　を備える、キット。
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